
　　
浄
化
槽
は
微
生
物
の
働
き
を
利
用
し
て
汚

水
を
処
理
す
る
施
設
な
の
で
、微
生
物
が
活
発

に
活
用
で
き
る
よ
う
な
環
境
を
保
つ
た
め
に
、

保
守
点
検・清
掃
が
必
要
で
す
。 

　
ま
た 

、保
守
点
検
・
清
掃
が
で
き
て
い
る
か

を
確
か
め
る
た
め
に
、「
法
定
検
査
」を
受
け

る
事
が
必
要
で
す
。
保
守
点
検
・
清
掃
・
法
定

検
査
は
、浄
化
槽
法
で
そ
れ
ぞ
れ
定
期
的
に
実

施
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

保
守
点
検
と
は

　　
保
守
点
検
は
、消
毒
液
の
補
充
や
浄
化
槽
の

運
転
状
況
、
放
流
水
の
水
質
確
認
な
ど
、
機
器

の
故
障
な
ど
を
早
期
に
発
見
す
る
た
め
に
行

い
ま
す
。

　
保
守
点
検
の
回
数
は
、浄
化
槽
の
種
類
に
よ

り
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

清
掃
と
は

　
浄
化
槽
内
に
溜
ま
っ
た
汚
泥
な
ど
は
、過
度

に
蓄
積
さ
れ
る
と
、浄
化
槽
の
機
能
に
支
障
を

き
た
し
、十
分
な
処
理
が
さ
れ
な
か
っ
た
り
、

悪
臭
を
発
生
さ
せ
る
原
因
と
な
っ
た
り
し
ま

す
。
こ
の
よ
う
な
こ
と
に
な
ら
な
い
た
め
に
、

汚
泥
を
槽
外
へ
引
き
抜
き
、付
属
装
置
や
機
械

類
を
掃
除
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　
清
掃
の
回
数
は
、浄
化
槽
の
種
類
に
よ
り
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

法
定
検
査
と
は

　　
浄
化
槽
法
で
は
、浄
化
槽
管
理
者
は
浄
化
槽

の
保
守
点
検
や
清
掃
と
は
別
に
、法
定
検
査
を

受
け
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
法
定
検
査（
７
条
検
査
お
よ
び
11
条
検
査
）

は
、浄
化
槽
の
保
守
点
検
お
よ
び
清
掃
が
適
正

に
実
施
さ
れ
、浄
化
槽
の
機
能
が
正
常
に
発
揮

さ
れ
て
い
る
か
に
つ
い
て
判
断
す
る
た
め
に

行
う
も
の
で
す
。

■
7
条
検
査（
設
置
後
検
査
）

　
浄
化
槽
が
適
正
に
設
置
さ
れ
、
か
つ
浄
化

槽
が
本
来
の
機
能
を
発
揮
し
て
い
る
か
使
用

開
始
後
3
～
８
カ
月
の
間
に
確
認
す
る
検
査

で
す
。

■
11
条
検
査（
定
期
検
査
）

　
浄
化
槽
の
保
守
点
検
、清
掃
が
適
正
に
実
施

さ
れ
浄
化
槽
の
機
能
が
正
常
に
維
持
さ
れ
て

い
る
か
を
定
期
的
、継
続
的
に
判
断
す
る
検
査

で
す
。
毎
年
１
回
、定
期
的
に
検
査
を
受
け
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
7
条
・
11
条
検
査
は
、熊
本
県
知
事
の
指
定

検
査
機
関
で
あ
る「
熊
本
県
浄
化
槽
協
会
」が
、

外
観
検
査
、
水
質
検
査
、
書
類
検
査
の
各
項
目

を
チ
ェ
ッ
ク
し
総
合
的
に
判
定
し
ま
す
。

　
浄
化
槽
を
正
し
く
管
理
す
る
こ
と
に
よ
り

水
環
境
を
保
全
し
ま
し
ょ
う
。

第
26
回
動
物
愛
護
祭
り

　
動
物
愛
護
祭
り
で
は
、動
物
の
愛
護
と
適
正

な
飼
養
に
つ
い
て
の
関
心
と
理
解
を
深
め
る

た
め
に
さ
ま
ざ
ま
な
イ
ベ
ン
ト
を
行
っ
て
い

ま
す
。

　
家
族
の
皆
さ
ん
で
参
加
し
て
み
ま
せ
ん
か
。

◦
日
時　
９
月
22
日（
土
）　

　
　
　
　
午
前
10
時
～
午
後
１
時
30
分

◦
場
所

　
熊
本
県
農
業
公
園「
カ
ン
ト
リ
ー
パ
ー
ク
」

　
（
合
志
市
）

◦
内
容　

動
物
慰
霊
祭
、
譲
渡
会
、
長
老
犬
表
彰
、
健
康

し
つ
け
相
談
、
盲
導
犬
の
理
解
・
啓
発
、
動
物

愛
護
図
画
作
品
表
彰
と
展
示
な
ど

浄
化
槽
は
維
持
管
理
が

必
要
で
す

環境保全課  環境保全係　☎（293）3113

◦問い合わせ　　県環境生活部環境局環境立県推進課　☎（333）2272

　
県
で
は
、
地
下
水
の
更
な

る
保
全
を
図
る
た
め
、
３
月

に
熊
本
県
地
下
水
保
全
条
例

を
改
正
し
ま
し
た
。
主
な
改

正
点
は
次
の
と
お
り
で
す
。

①
熊
本
地
域
内
※
に
お
い

て
、
揚
水
機
の
吐
出
口
の
断

面
積
が
19
㎠（
直
径
約
５
㎝
）

を
超
え
る
揚
水
設
備
に
よ
り

地
下
水
を
採
取
す
る
人
は
県

知
事
の
許
可
が
必
要
で
、
水

量
測
定
器
の
設
置
が
義
務
化

さ
れ
ま
す
。

　
10
月
１
日
以
降
、
新
た
に

①
に
該
当
す
る
揚
水
設
備
で

地
下
水
を
採
取
す
る
予
定
の

人
は
、
県
知
事
の
許
可
が
な

い
と
地
下
水
の
採
取
が
で
き

ま
せ
ん
。

　
既
に
①
に
該
当
す
る
揚
水

設
備
に
よ
り
地
下
水
を
採
取

し
て
い
る
人
も
、
平
成
27
年

９
月
30
日
ま
で
に
県
知
事
の

許
可
を
受
け
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

②
熊
本
地
域
内
※
に
お
い

て
、
吐
出
口
の
断
面
積
が
19

㎠
（
直
径
約
５
㎝
）を
超
え

る
自
噴
井
戸
に
よ
り
地
下
水

を
採
取
す
る
人
は
、
県
知
事

へ
の
届
出
が
必
要
で
す
。

　
既
に
対
象
と
な
る
自
噴
井

戸
で
地
下
水
を
採
取
し
て
い

る
場
合
も
、
11
月
29
日
ま
で

に
県
知
事
へ
の
届
出
が
必
要

で
す
。

　
許
可
を
受
け
ず
、
ま
た
は

届
出
を
せ
ず
に
地
下
水
を
採

取
し
た
場
合
や
、
地
下
水
採

取
量
報
告
を
行
わ
な
い
場
合

は
、
罰
則
が
適
用
さ
れ
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
の
で
、
ご
注

意
く
だ
さ
い
。

※
大
津
町
、
熊
本
市
、
菊
池

市（
旧
泗
水
町
、
旧
旭
志
村

の
市
域
に
限
る
）、
宇
土
市
、

合
志
市
、菊
陽
町
、西
原
村
、

御
船
町
、嘉
島
町
、益
城
町
、

甲
佐
町
の
区
域

地下水採取の許可制度などが施行されます

　７月 12 日豪雨災害により、住宅が全壊するなど生活基
盤に著しい被害を受けた世帯に対して支援金制度がありま
す。ただし、対象となるのは、現に居住している建物のみ
となります。詳しくはお問い合わせください。

◦問い合わせ　役場健康福祉課　福祉係　☎（293）3510

１．対象となる被災世帯
①住宅が「全壊」した世帯 
②住宅が「大規模半壊」（※）した世帯 
③住宅が半壊、または住宅の敷地に被害が生じ、その住宅
をやむを得ず「解体」した世帯 
※「大規模半壊」とは、災害で住宅が半壊し、構造耐力上
主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなければ居住
することが困難な世帯。

２．支援金の支給額
支援額は、次の 2 つの支援金の合計額となります（世帯人
数が１人の場合は、各該当欄の 3/4 の額）。
①住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金）

②住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金）

・いったん賃貸住宅に入居した後、自ら居住する住宅を建
　築・購入する場合は、合計で 200 万円。
・いったん賃貸住宅に入居した後、自ら居住する住宅を補
　修する場合は、合計で 100 万円。

全壊 大規模半壊（※） 解体
100 万円 50 万円 100 万円

建設・購入 補修 賃貸（公営住宅以外）
200 万円 100 万円 50 万円

災害援護資金制度
　７月 12 日豪雨災害により住宅や家財に被害を受けた場
合や世帯主が負傷した場合、その世帯の立て直しを目的に
資金を貸し付ける制度です。

１．貸付対象者など
①当該世帯主が重傷を負った場合
②住宅が滅失、流失、全壊または半壊した場合
③家財に損害があった場合
２．連帯保証人
貸付に当たっては、貸付金額の弁済資力がある連帯保証人
が必要です。
３．所得制限があります
４．貸付額

５．貸付条件
　　・利率　　　年３％（据置期間中は無利子）
　　・償還期限　10 年（据置期間を含む）
　　・据置期間　３年
６．申請期限　10月 31日（水）

貸付区分 貸付限度額
（１）世帯主が負傷し
た場合（療養に１カ
月以上かかること）

①家財、住家とも損害が
ない場合

150 万円

②家財の損害 1/3 以上 250 万円
③住居が半壊した場合 270 万円
④住宅が全壊した場合 350 万円

（２）世帯主が負傷し
なかった場合（療養
に１カ月かからない
場合も含む）

①家財の損害 1/3 以上 150 万円
②住居が半壊した場合 170 万円
③住居が全壊した場合

（④の場合を除く）
250 万円

④住居の全体が滅失し、
もしくは流失した場合

350 万円

被災者生活再建支援制度
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